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第1章　総則
(目的)
第1条　この要綱は、本市の良好な都市環境の形成と秩序ある都市機能の整備を促進するため、開発行為、建築行為等(以下「開発(建築)行為」という。)を行おうとする者に対し、一定の基準をもって指導することにより、良好な生活環境の形成を図ることを目的とする。
(事業者等の責務)
第2条　事業者等は、開発(建築)行為を行おうとする場合は、その開発(建築)行為が周辺の環境と調和するよう万全の対策を講じ、この要綱の目的を達成するよう努めなければならない。
(用語の定義)
第3条　この要綱における用語の定義は、都市計画法(昭和43年法律第100号)、建築基準法(昭和25年法律第201号)及び宅地造成及び特定盛土等規制法(昭和36年法律191号)に規定するもののほか、次の各号に定めるところによる。
　(1)　事業者　開発(建築)行為を行おうとする者をいう。
(2)　事業者等　事業者、建築主、土地又は建物所有者、造成主、施設管理者、設計者、工事管理者及び工事施工者をいう。
　(3)　開発区域　開発(建築)行為を行おうとする土地の区域をいう。
(4)　近隣関係者等　羽曳野市環境美化条例施行規則(平成5年羽曳野市規則第2号)第29条に規定する者をいう。

(5)　公共施設　道路、公園、緑地、広場、下水道、河川、水路、消防水利等施設その
他公共の用に供する施設をいう。
(6)　公益施設　上水道施設、行政施設、教育施設、集会所その他公益の用に供する施
設をいう。
(7)　開発行為　都市計画法第4条第12項に規定する行為又は宅地造成及び特定盛土等規制法第2条第2号に規定する行為をいう。

(8)　建築行為　建築基準法第2条第13号に規定する行為又は特定工作物(都市計画法第4条第11項に規定する第一種又は第二種特定工作物をいう。)を建設することをいう。

(9)　中高層建築物　地盤面からの高さが10ｍを超える建築物(第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域内においては、軒の高さが7メートルを超える建築物)又は地階を除く階数が3以上の階数を有する建築物(増築、改築又は移転により該当する場合を含む。)をいう。

(10)　地盤面　建築物が周囲の地面と接する位置の平均の高さにおける水平面をいう。

(11)　単身者用の住戸　専用床面積が16㎡以上35㎡未満の住戸をいう。

(12)　単身者用共同住宅等　単身者用の住戸が集合して1棟を構成する建築物(共同住宅、長屋、寮等)をいう。

(適用範囲)
第4条　この要綱は、本市において行われる次の各号のいずれかに該当する事業(一戸建て住宅(建築基準法施行令(昭和25年政令第338号)第130条の3に規定する第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用住宅を含む。)1棟(2棟以上の不可分であるものを含む。)の場合を除く。この条において「一戸建て住宅1棟」という。)に対して適用する。ただし、地域の状況により本市のまちづくりに影響を及ぼすおそれのあるとき又は市長が特に必要と認めるときは、この要綱を基本として別途協議するものとする。

　(1)　開発区域の面積が300㎡以上の事業
(2)　開発(建築)行為の完了後2ヵ年以内に同一事業者(事業を引き継いだ者を含む。)において隣接して開発(建築)行為を行う場合で、その合計面積が300㎡以上となる事業
　(3)　単身者用の住戸の建築で、4戸以上となる事業
2　開発区域の面積が300㎡未満の開発(建築)行為においても第8条及び第23条の規

定は適用し、関連項目を遵守するものとする。
3　開発区域の面積が300㎡未満の建築行為においても、その建築物(一戸建て住宅1棟を除く。)が中高層建築物となる場合は、中高層建築物協議を行わなければならない。
4　一戸建て住宅１棟を建築する場合において、その建築物が中高層建築物となる場合は、第24条及び第25条第1項の規定は適用するものとし、関連項目を遵守するものとする。

(要綱協議)
第5条　事業者は、前条第１項の事業をしようとする場合は、都市計画法、建築基準法及び宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく許可、道路位置指定の工事着工又は確認申請等を行う前に、土地利用、公共施設及び公益施設の整備等に関して、羽曳野市開発指導要綱協議(以下「要綱協議」という。)書(様式第1号)により、市長及び水道事業の管理者の権限を行う市長(以下「市長等」という。)に協議を申し出て、この要綱に基づく必要事項について指導を受け、協議を整えなければならない。

2　要綱協議に基づく指導内容の有効期間は、市長等が要綱協議書に意見（様式第1号の2）を付して返却した日から起算して１年とする。

3　前項の有効期間を経過したときは、要綱協議書はその効力を失う。ただし、当該有効期間の経過前に事業者から要綱協議に基づく指導内容について、回答ができない旨の申出があり、市長等がやむを得ないと認めたときは、この限りではない。

4　事業者は、開発(建築)行為の計画を変更しようとするときは、その変更内容から新たに協議が必要と認めるものについては、前条の規定に準じて再度要綱協議をしなければならない。

5　事業者は、前条第１項に規定する要綱協議を取り下げるときは、取り下げ願(様式第3号)を市長等に提出しなければならない。

(中高層建築物協議)
第6条　事業者は、第4条第3項に規定する中高層建築物協議（以下「中高層建築物協

議」という。この条において同じ。）を行う場合は、確認申請等を行う前に、中高層
建築物協議書(様式第2号)により、市長に申し出て、必要事項について協議をおこな
い、協議を完了させなければならない。

2　事業者は、中高層建築物協議に際し、この協議内容を遵守する旨の誓約書(様式第4号)を市長に提出するものとする。

3　事業者は、中高層建築物協議を取り下げるときは、取り下げ願(様式第3号)を市長に提出しなければならない。　
4　事業者は、中高層建築物協議が完了した後、協議内容を変更しようとするときは、軽微な変更を除き、第4条第3項の規定に準じて再度中高層建築物協議をしなければならない。
5　事業者は、第4条第3項に規定する場合にあっては、この要綱の関連する規定についても遵守しなければならない。
第2章　公共施設及び公益施設の整備及び負担

(公共施設及び公益施設の整備及び負担)
第7条　事業者は、開発区域内外に必要な公共施設及び公益施設を整備するとともに、当該整備に要する費用を負担し施行しなければならない。ただし、技術基準については、別に定めるものとする。
第3章　土地利用計画等

(敷地及び床面積の規模)
第8条　建築物の敷地の最小規模は、次の表に掲げる基準によるものとする。

	種別
用途地域
	一戸建住宅
	一戸建住宅以外の住宅

	
	
	2戸

1棟
	3戸1棟

以上
	共同住宅

単身者用を除く

	第一種低層住居専用地域
	建蔽率
	50％
	150㎡
	225㎡
	1戸増え
る毎に一
戸建数値
を加算
	40㎡

	
	
	60％
	120㎡
	180㎡
	
	

	第二種低層住居専用地域
	120㎡
	180㎡
	
	

	第一種中高層住居専用地域
	100㎡
	150㎡
	
	35㎡

	第二種中高層住居専用地域
	100㎡
	150㎡
	
	

	第一種住居地域
	80㎡
	120㎡
	
	

	第二種住居地域
	80㎡
	120㎡
	
	

	準住居地域
	80㎡
	120㎡
	
	

	準工業地域
	80㎡
	120㎡
	
	

	近隣商業地域
	60㎡
	90㎡
	
	30㎡


2　単身者用以外の共同住宅等の１住戸当たりの床面積(共用部分を除く。)は、次の表に掲げるとおりとする。

	
	 eq \o\ad(用途地域,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	1住戸当たりの床面積

	
	 第一種及び第二種低層住居専用地域
	50㎡以上

	
	 その他の地域
	35㎡以上


3　開発(建築)行為の許可等に際して、制限又は条件が付されている場合は、当該制限又は条件によるものとする。

(単身者用の住宅の指導基準)
第9条　事業者は、単身者用の住宅の建築に当たっては、次の各号に掲げる事項に適合すること。

　(1)　管理人室を設置すること。ただし、適切な管理体制がとれると市長が認めた場合は、この限りでない。

　(2)　管理規則等を定め、入居者に提示し確認させるとともに、建築物の出入り口部等見やすい場所に掲示すること。
　(3)　ゴミ置場を確保すること。
　(4)　隣接する敷地の建物居住者のプライバシ－の保護に努めること。
　(5)　敷地内の緑化(植栽)に努めること。

(道路関係)
第10条　事業者は、開発区域内の道路の設置にあたっては、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。

　(1)　事業者は、安全で快適な住環境の実現のため、開発予定地の周辺環境(交通量、排水施設等)を調査し、市長に報告するものとする。

　(2)　事業者は、安全で快適な住環境の実現のため、街区の大きさ、道路形態、道路幅員、道路勾配、道路排水、交差点等について、予定建築物の用途、敷地の規模及び配置を考慮して定めるものとし、羽曳野市開発指導要綱運用基準（以下「運用基準」という。）に従い計画するものとする。

　(3)　事業者は、街区内の一般区画道路について、可能な限り通過交通の用に供さない道路配置に努め、生活者の通行上・安全上に支障をきたさないよう考慮するものとする。
(4)　事業者は、開発の規模により道路幅員を決定するものとする。
(5)　大規模な開発(開発区域の面積が1ha以上の開発行為をいう。)の場合は、開発地周辺の環境、開発地内からの発生交通量等を考察した全体計画を策定し、地域の交通及び安全に支障をきたさない現道まで同一の幅員で道路を設置するものとする。ただし、地域の交通及び安全に支障をきたさないと認めた場合は、道路管理者と協議し定めるものとする。
　(6)　事業者は、道路の突き当たり部分には建築物、工作物等を設置して、土地利用を妨げてはならない。ただし、当該周辺に土地利用がない場合は、道路管理者と協議し定めるものとする。

　(7)　事業者は、市が指示する官民境界に市の指定の境界標(様式第5号)を設置するものとする。

(8)　事業者は、接道する市道に道路排水施設がない場合は、運用基準に適合する排水施設を設置するものとする。
　(9)　前各号に定めのない事項については、道路管理者と協議を行うものとする。

(下水排水施設関係)
第11条　公共の用に供する排水施設(以下「排水施設」という。)は、次の各号に掲げる事項を遵守するものとする。
　(1)　開発区域内の排水施設は、その区域の規模及び形状、区域内の地形、周辺地及び造成予定の地盤高、予定建築物の用途並びに降水量等から想定される汚水及び雨水を有効に排水できるものとすること。

　(2)　丘陵地を背負う場合等地形その他の自然的条件により開発区域外の雨水を処理しなければならない場合は、事業者の負担において排水施設を設けるものとする。

　(3)　事業者は、開発区域内において下水道計画が定められている場合は、これに適合すること。
(4)　事業者は、開発区域の排水を既存の水路等に排水することによって、その周辺や放流先の排水に支障が生じると認められる場合は、排水能力のある放流先まで改修するものとし、水路に私有地がある場合においても事業者の負担において買収すること。
　(5)　事業者は、水利団体等関係権利者の同意を得て、同意書(様式第6号)を添付し市長と協議すること。

(6)　排水施設(開渠、暗渠、管渠等)を道路敷に設けることができない場合は、幅員1.5ｍ以上の維持管理のための用地を設けること。

2　前項による排水施設の設計基準は、運用基準に適合しなければならない。
3　公共下水道処理区域(処理予定区域を含む。)内の排水施設については、分流式とし羽曳野市下水道部設計基準に基づき、事業者の負担において設けるものとする。

4　雨水の流出抑制対策については、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。

(1)　開発区域の面積が1ha以上については、調整池を設置し、0.1ha以上1ha未満については、雨水流出抑制施設を設置すること。ただし、設置に関する技術基準は、「大和川下流域調整池技術基準(案)」及び「大和川下流域小規模開発雨水流出抑制対策技術基準(案)」に準ずるものとする。

(2)　前号の規定にかかわらず、開発区域の面積が0.1ha未満の場合であっても、雨水桝については、浸透桝を設置すること。

(法定外公共物関係)
第12条　事業者は、里道、水路等が開発区域に含まれる場合又は開発区域と隣接する

場合は、次の各号に掲げる事項を遵守すること。

　(1)　里道、水路等が存在する場合は、市長と協議を行うこと。
　(2)　里道、水路等において明示が必要な場合は、市長に申請を行うこと。
　(3)　里道、水路等において施設設置、接続等が必要な場合は、市長に申請を行うこと。
(4)　開発区域内の里道、水路等が公共用地となる場合は、表示登記に必要な書類作成を行うこと。
(公園緑地関係)
第13条　事業者は、公園の配置、規模等について、次の各号に掲げる事項及び運用基準に適合するよう設置しなければならない。
(1)　公園の出入口には車止めを設け、利用者の安全のためフェンス等を設置し、広場、遊戯施設、植樹等を有効に配置するとともに、雨水等の排水施設を設置すること。

　(2)　設置する施設は、耐久性があり維持及び管理の容易なものを設置すること。

　(3)　自然の地形、立木等が住宅地等に良好な自然環境及び修景になると認められる場合は、できるかぎり緑地その他のものとして保存するよう努めること。
(4)　区域界は境界標(様式第5号)を設置し、境界を構造物等で明確にすること。
(集会所関係)
第14条　事業者は、計画住宅戸数が60戸以上の開発(建築)行為を行う場合は、1戸当
たり0.9㎡以上かつ100㎡以上の集会所用地を市に帰属又は寄付するものとする。

2　事業者は、集会所の建築を行うとともに、集会所の設備として集会室、炊事場、便所、下駄箱、押入れ、備品等を設置するものとする。

3　前項の集会所の維持管理等(備付設備を含む。)については、事業者から直接自治会(町会)に引き継ぐものとし、引き継ぎまでの期間は事業者の費用をもって維持管理をするものとする。ただし、事業者が住宅戸数の全部を自治会(町会)設立までに販売(入居)完了したときは、販売(入居)完了年度の3月末をもって、市長に集会所管理引継書を提出し、市長と協議のうえ引き継ぐものとする。

(上水道施設関係)
第15条　事業者は、開発区域内の上水道施設について、開発区域内人口、予定建築物

の用途によって想定される需要に支障をきたさないよう、当該区域を給水区域とする

水道事業の管理者の権限を行う市長の指示に従い設置しなければならない。

2　事業者は、開発区域が羽曳野市水道事業の給水区域内にある場合、羽曳野市水道事業給水条例(昭和38年羽曳野市条例第231号)及び同条例施行規程(平成10年羽曳野市水道事業管理規程第3号)並びに配水施設工事指導要綱を遵守するものとする。

3　計画給水量は、住宅にあっては計画給水人口と1人当たり計画給水量を標準として定めるものとし、工場その他の住宅以外の建築物については、それぞれの用途に応じた給水量により算定するものとする。

4　開発区域内に要する上水道施設は、事業者の負担において設置し、周辺の状況により附加される施設の整備については、水道事業の管理者の権限を行う市長と協議のうえ定めるものとする。

(消防水利等施設関係)
第16条　事業者は、開発区域の消防水利等施設について、消防法(昭和23年法律第186号)の規定による基準に適合するよう設置するとともに、柏原羽曳野藤井寺消防組合消防本部が定める「開発行為に伴う消防水利等の同意に関する指導要綱」に従い、消防長と協議をおこない、その同意を得なければならない。
2　前項の協議を行った結果、消防水利等施設の設置が必要となった場合は、本市危機管理室と協議を行うものとする。

(環境衛生関係)
第17条　事業者は、開発区域内におけるし尿の処理については、次の各号に掲げるいずれかの方式によるものとする。
(1)　汲取方式(バキュ－ム車によるものをいう。)

　(2)　浄化槽方式(処理場を設置する場合を含む。)

　(3)　公共下水道方式
2　汲取方式の場合は、便槽が家族数に応じて容量を最低２カ月滞留できるものとし汲取に支障のないよう汲取口までの通路を確保するとともに、汲取口を大きく、雨水が混入しない構造とし、不在の場合でも汲取作業が行えるような構造としなければならない。

3　浄化槽方式の場合は、監督官庁の定める様式及び基準によるとともに、合併浄化槽を設置しなければならない。ただし、浄化槽は宅地内に設け、共同住宅等については、同住宅内で管理者を定めるよう契約時に取り決めなければならない。
4　公共下水道方式の場合は、処理区域(処理予定区域を含む。)であることを確認のうえ、汚水は公共汚水桝を経て、直放流とする。

5　処理した汚水の放流に起因して生じる第三者との紛争は、すべて事業者において解決しなければならない。

6　事業者は、開発区域内におけるゴミ処理については、次の各号に掲げる方法によるものとする。

　(1)　ゴミ収集作業に支障のないよう、収集車の進入路、転回地等を十分確保すること。

　(2)　共同住宅等にあっては、入居戸数に見合った集積場を設け環境衛生上の観点から不法投棄対策及び害獣鳥対策を行ったものとすること。事業所においてもこれに準ずる集積場を設けること。

　(3)　一般住宅にあっては、車両の通行の妨げとならないように、ゴミを置くスペースを確保すること。
(4)　事業及び営業活動により発生する廃棄物は、事業者で処理すること。ただし、収集運搬業務を委託する場合、大阪府又は本市の許可を得た業者に業務を委託すること。

　(5)　開発区域内で発生した不法投棄については、事業者で処理すること。

7　墓地の開設にあっては、近隣住民及び近隣地権者と十分協議するとともに、苦情及びトラブルが発生したときは、事業者で責任をもって処理すること。

8　工場等を建築しようとする場合において、関係法令等に該当する施設を設置する場合は、市長と協議し、必要な届出を行うこと。

(防災計画関係)
第18条　事業者は、開発区域の周辺に危険ながけ、水路、貯水池等がある場合又は開発(建築)行為によってそれらが生じる場合は、工事期間中は災害を防止する工作物等を設置し、工事完了時には安全を確保できる工作物等を設置するものとする。ただし、工作物の設置等については、都市計画法第33条及び宅地造成及び特定盛土等規制法第13条に定める基準によるものとする。

2　事業者は、開発(建築)行為に起因して災害が発生したときは、その責任において速やかに適切な措置を講じなければならない。

(文化財及び学校教育関係)
第19条　事業者は、文化財保護法(昭和25年法律第214号)を遵守するとともに、市内に存在する埋蔵文化財等の文化財が国民的文化遺産であるという重要性を認識し、これらを保護し、かつ広く活用を図るように努めなければならない。

2　事業者は、埋蔵文化財包蔵地において開発(建築)行為を行う場合は、事前に本市教育委員会に必要な事項を届け出て協議を行い、その指示を受けなければならない。ただし、埋蔵文化財包蔵地外において開発区域の面積が300㎡以上である場合は、試掘調査依頼書を提出するものとする。
3　前項以外の地域の開発(建築)行為において、埋蔵文化財等を発見したときは、直ちに工事を中止し、現状を変更することなく、速やかに本市教育委員会に届出て、その指示を受けなければならない。

4　事業者は、工事車両の通行について、通学、通園等の時間帯及び通路は避けるとともに誘導員等を配置し、安全対策に特に配慮しなければならない。

5　事業者は、開発(建築)行為による学校区並びに通学及び通園路については、事前に本市教育委員会の指示を受け、入居者に十分説明するものとする。

(商業施設関係)
第20条　事業者は、開発区域において店舗等の建築を目的とした施設を設置する場合は、市長と協議し、別に定める羽曳野市中規模小売店舗出店届出要綱に基づき届出を行うこと。

2　事業者は、開発区域において小売市場を開設しようとする場合は、監督官庁の指示に従うとともに、別に市長と協議の上必要な事項を取り決めるものとする。

(電波障害)
第21条　事業者等は、中高層建築物等の建築によって付近のテレビジョンに受信障害を生ずることとなる場合は、その障害を受ける者と事前に協議し、共同受信設備の設置その他必要な処置を講ずるとともに、その維持管理についても必要な事項を取り決めなければならない。

(工事中の騒音、振動等)
第22条　事業者等は、建築工事中の騒音、振動、交通安全、作業時間等の対策について、必要な措置を講じなければならない。

(駐車場施設等)
第23条　事業者は、入居者、占有者又は利用者の自動車及び自転車の保有及び利用台数を想定し、必要な駐車場用地及び自転車置場を設けなければならない。

2　居住用建築物の駐車場及び自転車置場は、1住戸に1台分を敷地内に確保するよう努めること。

(事前公開)
第24条　事業計画の公開は、羽曳野市環境美化条例(平成4年羽曳野市条例第22号)第63条の規定によるものとする。

(事前説明等)
第25条　説明会の開催等は、羽曳野市環境美化条例第64条の規定によるものとする。

2　事業者は、開発(建築)行為に係る地元区長等の承諾に関し、承諾書(様式第7号)又は承諾を得られなかった若しくは得る必要がなかった旨の理由書に、経過書を添えて、市長に提出しなければならない。

(紛争の解決)
第26条　事業者等は、開発(建築)行為に関して、周辺の権利者等との間に紛争が生じないよう努めるとともに、万一紛争が生じた場合は、事業者等の責任において、誠意をもって解決しなければならない。
第4章　施行・検査・帰属

(工事施工)
第27条　事業者等は、設計図書を遵守し、工事を設計どおり入念に行うとともに、設計図書に明記されていない事項であっても社会通念上一般的に必要と認められるものについては、市長等と協議のうえ、適宜施工しなければならない。

2　事業者等は、工事内容等を示す標識等を掲げるとともに、工事について夜間、早朝等は一切行わないものとするとともに、地域の状況によっては、工事に伴う道路を別途設けるものとする。

3　事業者等は、道路舗装に関し、やむを得ず都市計画法第36条第3項に規定する公告の後に舗装を行う場合は、同公告の翌日から6カ月の間に舗装するものとする。

4　事業者等は、当該事業に起因して道路、排水路、下水管等の既設物を破損したときは、速やかに原状回復するものとする。

(検査)
第28条　開発許可等(都市計画法第29条に基づく許可及び建築基準法第42条第1項第5号に基づく道路の位置の指定をいう。以下同じ。)を受けた工事の完了検査は、許可等を受けた者の届出により、本市の立会いにより行い、各完了部分が設計内容、許可等に附した条件等に適合しているかどうかについて検査を受け、合格しなければならない。

2　事業者等は、排水管の埋設、擁壁の基礎等の見えない部分の工事の施工にあたっては、寸法明示を行った工事写真を提出するものとする。

3　検査員は、前項の工事写真が不明瞭なとき等必要と認めるときは、取り壊し又は掘削して検査することができるものとする。この場合、これらに要する費用はすべて事業者の負担とする。

4　事業者等は、前項に規定する取り壊し又は掘削検査を拒むことができない。

5　事業者等は、検査の結果不備な箇所があるときは、自己負担において市長等の指示どおり整備しなければならない。

(公共施設及び公益施設の帰属等)
第29条　事業者等は、都市計画法第32条に基づき同意又は協議した公共施設並びにこの要綱に基づき設置した公共施設及び公益施設は、無償で市に帰属又は寄附するものとする。ただし、協議により別段の定めをしたときは、この限りでない。
2　事業者等は、前項の帰属又は寄附を行う前に、公共施設を第三者に転売し、交換し、担保に供する行為又はこれらに類する行為を行ってはならない。

3　事業者等は、開発許可等を受けた工事の完了検査合格後、完了検査済証等の発行までに所有権移転申請書(様式第8号)を市長に提出しなければならない。

4　帰属又は寄附に伴う費用については、事業者の負担とする。

(公共施設及び公益施設の維持管理)
第30条　事業者等は、都市計画法第32条に基づき同意又は協議した公共施設並びにこの要綱に基づき設置した公共施設及び公益施設について、開発許可等を受けた工事の完了検査合格後、完了検査済証等の発行までに公共施設及び公益施設毎に維持管理願(様式第9号、様式第9号の2、様式第9号の3又は様式第9号の4)を当該施設管理課毎に提出しなければならない。
第5章　雑則

(遵守事項)
第31条　事業者等は、開発(建築)行為の周辺の農地、宅地、排水施設等に、当該開発(建築)行為による被害が生じないよう関係者と十分に協議し、苦情等が発生したときは、事業者等の責任において速やかに適切な処置を講じなければならない。

2　事業者等は、開発区域内において、その土地が農地法(昭和27年法律第229号)の規定に基づく許可等を必要とするときは、本市農業委員会と協議し、その指示に従わなければならない。

3　事業者等は、農地転用等に係る書類を農業委員会に提出し、その許可後でなければ転用行為をしてはならない。

(指導要綱に関する誓約)
第32条　事業者は、要綱協議に際し、この要綱を遵守する旨の誓約書(様式第10号)
を市長に提出するものとする。

(協定の締結)
第33条　要綱協議を行った結果合意に達した場合は、協定書(様式第11号)を作成し、協定を締結するものとする。ただし、要綱協議を行った結果、新たな公共施設の整備の必要がなく、かつ軽微と認めるものについては、協定の締結を要しないものとする。
2　単身者用の住宅等の建築に係る要綱協議を行った結果合意に達した場合は、協定書(様式第12号)を作成し、建築及び管理に関する協定を締結するものとする。

3　事業者は、協定を締結した後、協議内容を変更(軽微な変更を除く。)しようとするときは、第5条の規定に準じて再度要綱協議をしなければならない。

4　市長等は、前項に規定する要綱協議を事業者と行い合意に達した場合には、再度協定を締結するものとする。

5　事業者は、協定を締結した後、開発(建築)行為に関する工事を廃止したときは、速やかに取り消し願(様式第13号)を市長に提出しなければならない。
6　開発許可(都市計画法第29条に基づく許可をいう。)に係るものについては、都市計画法第32条に規定する協議が成立した後に、都市計画法第32条協議同意書を発行するものとし、これを協定締結に替えるものとする。

(協定事項の遵守)
第34条　事業者等は、第33条の規定による協定の内容について、誠実に遵守しなければならない。

2　事業者等は、開発(建築)行為に関する工事の完了後に、当該開発(建築)行為に関する権利の全部又は一部を第三者に譲渡した場合においてもその者に第33条の協定書を提示し、その内容を周知し、遵守させなければならない。

(その他の事項)
第35条　事業者は、この要綱に従うことができない事項又は定めのない事項については、別に市長、水道事業の管理者の権限を行う市長又は消防長と協議して定めるものとする。

2　事業者は、本市の住居表示に伴う符番に関連し、開発許可後において宅地割をした平面図に各宅地の分筆地番を記入のうえ、本市住居表示担当課に提出するものとする。

3　市長は、この要綱の施行に関し必要な事項について、別に定めるものとする。

(適用の除外)
第36条　この要綱は、次の各号に掲げる事業には適用しないものとする。ただし、事

業者は建築指導課と協議のうえ、必要な手続きを行うものとする。

　(1)　本市が自ら行う事業。
　(2)　土地区画整理事業又は市街地再開発事業で市長が認める事業。
附　則(昭49.4.4)
この要綱は、昭和49年4月15日から施行する。なお、市と事前協議中のものについては、この要綱を適用しない。
附　則(昭50.7.15)
この要綱は、昭和50年7月15日から施行する。なお、この施行日の前日までに市と事前協議を完了したものについては、この要綱を適用しない。
附　則(昭51.9.15)
この要綱は、昭和51年9月15日から施行する。なお、この施行日の前日までに市と事前協議を完了したものについては、この要綱を適用しない。
附　則(昭53.9.25)
この要綱は、昭和53年11月1日から施行する。なお、この施行日の前日までに市と事前協議を完了したものについては、この要綱を適用しない。
附　則(平8.1.31)
この要綱は、平成8年1月31日から施行する。なお、市と事前協議中のものについては、この要綱を適用しない。
附　則(平18.4.1)
この要綱は、平成18年4月1日から施行する。なお、市と事前協議中のものについては、この要綱を適用しない。
附　則(平25.3.25)
この要綱は、平成25年4月1日から施行する。なお、市と事前協議中のものについては、この要綱を適用しない。
附　則(令3.3.31)
この要綱は、令和3年4月1日から施行する。

附　則(令6.3.19)
この要綱は、令和6年4月1日から施行する。
